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2014年の倒産件数は340件 5年ぶりに前年を上回る

東京商工リサーチがまとめた2014年（2014年1月－12月）の不動産業倒産は、340件（前

年比7.9％増）で5年ぶりに前年を上回った。消費税率引き上げ後の駆け込み需要の反動減

が影響したとみられる。負債総額は3,426億9,300万円（同88.2％増）で大幅に増加した。

これは、エヌ・エス・アール（株）（東京・負債1,650億円）の大型倒産発生による。

だが、全体では負債10億円以上の大型倒産が25件（前年36件）にとどまったのに対し、

負債1億円未満が212件（同178件）と小規模企業の倒産が増加した。

また、年間の金融円滑化法に基づく貸付条件変更利用後倒産は4件（前年10件）、「震

災関連」倒産は4件（同7件）だった。

倒産概況

問合先：経済研究室
電 話：03(6910)3157

倒産件数

340 件

前年比 ＋ 7.93%

2013（平成25）年 315 件

 ※TSRの倒産集計は、1952年の集計開始以来、法的倒産と私的倒産を含む

1,819億9,700万円

2014（平成26）年 不動産業の倒産

（負債額1,000万円以上の企業倒産）

負債総額

3,426億9,300万円

＋ 88.29%

不動産業の倒産　月次推移 （負債総額単位：百万円）

件数 負債総額 件数 負債総額 件数 負債総額 件数 負債総額

１月 53 17,937 30 17,302 38 33,087 31 181,343

２月 22 10,668 21 7,387 20 6,793 24 3,575

３月 45 9,905 32 34,585 28 4,928 30 10,154

４月 40 18,871 36 29,436 24 6,986 28 19,294

５月 33 61,542 46 61,692 34 14,407 20 9,957

６月 30 15,194 36 11,728 21 8,445 23 4,868

７月 34 25,371 35 8,927 19 25,271 33 15,636

８月 25 4,269 24 7,562 27 31,972 38 24,378

９月 41 38,413 28 6,434 24 4,144 31 5,974

10月 25 8,891 28 14,808 29 23,631 32 6,378

11月 34 8,076 21 5,505 26 13,220 23 2,094

12月 38 16,793 30 16,058 25 9,113 27 59,042

年 計 420 235,930 367 221,424 315 181,997 340 342,693

　　　年

月

2011(平成23)年 2012(平成24)年 2013(平成25)年 2014(平成26)年
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各種動向

業種中分類別では、不動産取引業が189件（前年比2.1％増、前年185件）、不動産賃貸

業・管理業が151件（同16.1％増、同130件）だった。

小分類別では、建物売買業，土地売買業の100件（同7.4％減、同108件）を筆頭にして、

不動産代理業・仲介業が89件（同15.5％増、同77件）、不動産賃貸業が77件（同8.4％増、

同71件）、不動産管理業が55件（同34.1％増、同41件）、貸家業，貸間業が15件（同

6.2％減、同16件）、駐車場業4件（同100.0％増、同2件）の順。

原因別では、販売不振が172件（前年比4.2％増）で、全体の過半数（構成比50.5％）を

占めた。次いで、既往のシワ寄せ（赤字累積）が63件（前年比26.0％増）、他社倒産の余

波が44件（同2.2％減）など。

形態別では、最多が破産の267件（前年比7.2％増、前年249件）だった。次いで、特別

清算46件（同70.3％増、同27件）、取引停止処分23件、民事再生法3件、内整理1件の順で、

法的倒産が316件（構成比92.9％）と全体の9割を占めた。

資本金別では、1千万円以上5千万円未満が156件（前年比6.8％増）、1百万円以上5百万

円未満が前年同数の93件、5百万円以上1千万円未満が40件（前年比60.0％増）、1億円以

上が10件（前年9件）だった。

負債額別では、負債10億円以上が25件（前年比30.5％減、前年36件）、1億円未満は212

件（前年比19.1％増）で全体の6割（構成比62.3％）を占めた。

従業員数別では、5人未満が302件（前年比12.6％増、構成比88.8％）で、小規模企業が

全体の約9割を占めた。一方、50人以上は1件（前年1件）だけだった。

今後の見通し

2014年(1月-12月)の不動産業の倒産件数は、340件（前年比7.9％増）。5年ぶりに前年

を上回った。

四半期別件数をみると、2014年1-3月が前年同期比1.1％減（86→85件） 4-6月が同

10.1％減（79→71件）、7-9月が同45.7％増（70→102件）、10-12月が同2.4％増（80→82

件）と夏場から増加に転じ、消費税引き上げ後の駆け込み需要の反動減の影響がうかがえ

る。

地区別件数では、9地区のうち4地区で前年を上回った。前年比増加率では、中国

171.4％増（7→19件）、北海道160.0％増（5→13件）、東北85.7％増（7→13件）、中部

44.8％増（29→42件）と4地区すべてで2ケタ以上の増加を示した。一方、減少率は四国

60.0％減（5→2件）、北陸28.5％減（7→5件）、近畿5.4％減（73→69件）、九州3.8％減

（26→25件）、関東2.5％減（156→152件）の5地区だった。

形態別では、破産が267件（構成比78.5％）と約8割を占めたのに対し、再建型の民事再

生法は3件（同0.8％）にとどまり、業績不振企業の再建は容易ではないことを物語った。

年後半にかけて不動産倒産が増勢に転じた背景には、駈け込み需要の反動減と建築費な

どのコストアップが挙げられる。販売価格を引き上げた物件は、今後の販売が難しいこと

が予想される。さらに、景気が浮揚感に欠け、消費者が所得上昇の実感に乏しいなかで、

物件購入を急がない様子見ムードが広がっていることも懸念される。このため、今後の景

気動向によっては、小規模業者を中心に息切れ倒産が増える可能性がある。
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年度推移

不動産業の倒産 年次推移

平均

（件） 前年比 （百万円） 前年比 負債額

1995年 709 -  1,174,077 -  1,655

1996年 596 ▲15.93% 2,052,951 74.85% 3,444

1997年 594 ▲0.33% 1,770,383 ▲13.76% 2,980

1998年 694 16.83% 2,001,314 13.04% 2,883

1999年 685 ▲1.29% 4,766,706 138.17% 6,958

2000年 633 ▲7.59% 4,863,756 2.03% 7,683

2001年 667 5.37% 3,004,210 ▲38.23% 4,504

2002年 673 0.89% 2,182,767 ▲27.34% 3,243

2003年 578 ▲14.11% 2,493,972 14.25% 4,314

2004年 518 ▲10.38% 1,535,161 ▲38.44% 2,963

2005年 485 ▲6.37% 1,705,791 11.11% 3,517

2006年 465 ▲4.12% 1,364,237 ▲20.02% 2,933

2007年 463 ▲0.43% 1,329,275 ▲2.56% 2,871

2008年 575 24.19% 2,079,252 56.42% 3,616

2009年 596 3.65% 1,766,984 ▲15.01% 2,964

2010年 441 ▲26.00% 586,649 ▲66.79% 1,330

2011年 420 ▲4.76% 235,930 ▲59.78% 561

2012年 367 ▲12.61% 221,424 ▲6.14% 603

2013年 315 ▲14.16% 181,997 ▲17.80% 577

2014年 340 7.93% 342,693 88.29% 1,007

年月
件数 負債総額
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2014（平成26）年不動産業 原因別倒産状況

当期 構成比 前年同期比 前年同期 当期 構成比 前年同期比 前年同期

事業上の失敗 21 6.17% 23.52% 17 3,262 0.95% ▲93.35% 49,122

事業外の失敗 4 1.17% 100.00% 2 1,524 0.44% 27.00% 1,200

融手操作 0 0.00% ▲100.00% 1 0 0.00% ▲100.00% 30

（小計） (25) (7.35%) (25.00%) (20) (4,786) (1.39%) (▲90.49%) (50,352)

運転資金の欠乏 11 3.23% 83.33% 6 2,200 0.64% 50.78% 1,459

金利負担の増加 6 1.76% 50.00% 4 4,016 1.17% 261.80% 1,110

（小計） (17) (5.00%) (70.00%) (10) (6,216) (1.81%) (141.96%) (2,569)

 他社倒産の余波 44 12.94% ▲2.22% 45 4,768 1.39% ▲72.35% 17,246

 既往のシワ寄せ ①赤字累積 63 18.52% 26.00% 50 275,958 80.52% 353.46% 60,856

 信用性低下 取引先の打切り 2 0.58% 100.00% 1 102 0.02% 308.00% 25

 販売不振 ② 172 50.58% 4.24% 165 43,824 12.78% ▲4.65% 45,964

 売掛金等回収難 ③ 0 0.00% ▲100.00% 2 0 0.00% ▲100.00% 60

 在庫状態悪化 1 0.29% - 0 22 0.00% - 0

 設備投資過大 4 1.17% ▲20.00% 5 2,560 0.74% 71.12% 1,496

 その他 偶発的原因 12 3.52% ▲29.41% 17 4,457 1.30% 29.97% 3,429

340 100.00% 7.93% 315 342,693 100.00% 88.29% 181,997

不況型倒産（①+②+③） 235 69.11% 8.29% 217 319,782 93.31% 199.19% 106,880

過小資本

主因 明細
件数 負債総額（百万円）

放漫経営

合計

2014（平成26）年不動産業 業種小分類別倒産状況

当期 構成比 前年同期比 前年同期 当期 構成比 前年同期比 前年同期

 建物売買業,土地売買業 100 29.41% ▲7.40% 108 187,470 54.70% 115.06% 87,171

 不動産代理業,仲介業 89 26.17% 15.58% 77 15,737 4.59% 5.36% 14,935

 不動産賃貸業 77 22.64% 8.45% 71 96,982 28.29% 97.85% 49,016

 不動産管理業 55 16.17% 34.14% 41 36,685 10.70% 46.70% 25,006

 貸家業,貸間業 15 4.41% ▲6.25% 16 5,096 1.48% ▲10.40% 5,688

 駐車場業 4 1.17% 100.00% 2 723 0.21% 299.44% 181

合計 340 100.00% 7.93% 315 342,693 100.00% 88.29% 181,997

小分類
件数 負債総額（百万円）

2014（平成26）年　主な「不動産業」の倒産

資本金 負債額

（千円） （百万円）

140187804  エヌ・エス・アール（株） 東京都 100,000 165,000  既往のシワ寄せ  破産

292054262
 （株）インターナショナル

イーシー
東京都 100,000 48,553  既往のシワ寄せ  破産

570384982  （株）笠屋町不動産 大阪府 82,080 20,000  既往のシワ寄せ  特別清算

170079686  （株）一関カントリー倶楽部 岩手県 61,000 8,678  既往のシワ寄せ  破産

295760346
 アールインベストメントアン

ドデザイン（株）
東京都 95,000 8,220  販売不振  破産

580210103
 （株）コースタルオアシス松

任
石川県 316,500 3,820  販売不振  破産

930070275  （株）岡田商事 佐賀県 55,000 3,800  既往のシワ寄せ  破産

470010711  松久（株） 岐阜県 54,000 3,700  販売不振  破産

350075727  田端工業（株） 神奈川県 40,000 3,229  既往のシワ寄せ  破産

350590702
 （株）ダイオーシヨッピング

プラザ
東京都 195,000 3,000  既往のシワ寄せ  特別清算

企業コード 商号 所在地 倒産原因 倒産形態
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2001年1-12月不動産業 形態別倒産状況

当期 構成比 前年同期比 前年同期 当期 構成比 前年同期比 前年同期

 会社更生法 0 0.00% - 0 0 0.00% - 0

 民事再生法 3 0.88% ▲75.00% 12 1,640 0.47% ▲96.32% 44,585

（再建型） (3) (0.88%) (▲75.00%) (12) (1,640) (0.47%) (▲96.32%) (44,585)

 破産 267 78.52% 7.22% 249 298,347 87.05% 242.71% 87,055

 特別清算 46 13.52% 70.37% 27 37,677 10.99% ▲13.83% 43,725

（消滅型） (313) (92.05%) (13.40%) (276) (336,024) (98.05%) (156.93%) (130,780)

法的倒産 316 92.94% 9.72% 288 337,664 98.53% 92.54% 175,365

 取引停止処分 23 6.76% ▲11.53% 26 4,969 1.44% ▲23.98% 6,537

 内整理 1 0.29% 0.00% 1 60 0.01% ▲36.84% 95

私的倒産 24 7.05% ▲11.11% 27 5,029 1.46% ▲24.17% 6,632

合計 340 100.00% 7.93% 315 342,693 100.00% 88.29% 181,997

2001年1-12月不動産業 資本金別倒産状況

当期 構成比 前年同期比 前年同期 当期 構成比 前年同期比 前年同期

1億円以上 10 2.94% 11.11% 9 222,855 65.03% 471.07% 39,024

5千万円以上 15 4.41% ▲25.00% 20 52,812 15.41% ▲8.17% 57,514

1千万円以上 156 45.88% 6.84% 146 52,759 15.39% ▲17.38% 63,859

5百万円以上 40 11.76% 60.00% 25 4,420 1.28% 13.39% 3,898

1百万円以上 93 27.35% 0.00% 93 8,306 2.42% ▲19.74% 10,349

1百万円未満 9 2.64% 125.00% 4 500 0.14% ▲89.92% 4,962

個人企業他 17 5.00% ▲5.55% 18 1,041 0.30% ▲56.46% 2,391

合計 340 100.00% 7.93% 315 342,693 100.00% 88.29% 181,997

2001年1-12月不動産業 負債額別倒産状況

当期 構成比 前年同期比 前年同期 当期 構成比 前年同期比 前年同期

10億円以上 25 7.35% ▲30.55% 36 301,720 88.04% 118.59% 138,030

5億円以上 25 7.35% ▲10.71% 28 16,141 4.71% ▲20.07% 20,194

1億円以上 78 22.94% 6.84% 73 17,136 5.00% ▲0.81% 17,277

5千万円以上 70 20.58% 20.68% 58 4,737 1.38% 20.99% 3,915

1千万円以上 142 41.76% 18.33% 120 2,959 0.86% 14.64% 2,581

合計 340 100.00% 7.93% 315 342,693 100.00% 88.29% 181,997

2001年1-12月不動産業 従業員数別倒産状況

当期 構成比 前年同期比 前年同期 当期 構成比 前年同期比 前年同期

300人以上 0 0.00% -  0 0 0.00% -  0

50～299人 1 0.29% 0.00% 1 457 0.13% ▲97.68% 19,779

20～ 49人 4 1.17% 0.00% 4 166,522 48.59% 1298.99% 11,903

10～ 19人 9 2.64% ▲25.00% 12 6,299 1.83% ▲52.14% 13,164

5～ 　9人 24 7.05% ▲20.00% 30 9,280 2.70% ▲37.76% 14,911

～   4人 302 88.82% 12.68% 268 160,135 46.72% 31.00% 122,240

合計 340 100.00% 7.93% 315 342,693 100.00% 88.29% 181,997

負債額
件数 負債総額（百万円）

従業員数
件数 負債総額（百万円）

形態
件数 負債総額（百万円）

資本金
件数 負債総額（百万円）


